
○小規模多機能型居宅介護事業所連携加算の算定割合は、介護サービスでは平成21   

年4月分以降下降し、平成21年11月分では0．02％となっている。   

一方、介護予防サービスでは、平成21年4月以降0．01％以下で緩やかに下降し   

ている。  

【参考】報酬改定の概要   

居宅介護支援を受けていた利用者が居宅サービスから小規模多機能型居宅  

介護へと以降する際に、居宅介護支援事業者が有する利用者の必要な情報を  

小規模多機能型居宅介護事業所に提供した場合等の評価   

ン 小規模多機能型居宅介護事業所連携加算  300単イ立／月  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月    ＝月  

ゆ小規模多機能型紺∈介護中葉所虻磯雄牒  
州ベト皿小規模多機能型居宅介護覇業所通牒加算（介護7■防）  

（址）算定割合は、各事業潤け）サーJビス回数に対する各伽貨♂〕算定回数C7〕割合てある  

出典：介護給付費実態調査（平成21隼度各月サーヒ1分）  
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J．夜間対応型訪問介護  

【受給者数及び費用奴等】  

K．小規模多機能型居宅介護（予防を含む）  

【受給者数及び費用額等】  

○夜間対応型訪問介護の費用額対前年同月比は平均77．5％増（平成21年4～9月   

分）、51．3％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均52．2％増（平成21年4～9月分）、37．6％   

増（平成21年11月分）で推移  

07人あたり費用額対前年同月比は平均16．7％増（平成21年4～9月分）、9．9％   

増（平成21年11月分）で推移  

○小規模多機能型居宅介護の費用額対前年同月比は平均51．5％増（平成21年4～   

9月分）、41．8％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均42．9％増（平成21年4～9月分）、33．7％   

増（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均6，0％増（平成21年4～9月分）、6．1％   

増（平成21年11月分）で推移  

J＼隠棲多  踊型居宅介護（予防含む畑1人あたり‡用額の推移   

平成20年  

平戯咋  
用－9月  

相月  

絹  
1人あた順用親  

（1月平瑚  175．7  176．丁  柑6一†  胤l  柑6－l  購．7  闇．0  柑6．7  柑69  柑7．2  購9  

（単位一千円）  

i（各月サービス提供分）   

夜㈲対応型訪問介護の1人あたり費用鎮の推移   

平成期年  
平成卸年  
絹－9月  10月  l用  

3月  

1人あたり銅材  

（1月平均）  2l．¢  23．4  25・考  25．1  25．8  24．6  25．q  之6．0  25，1  25．了  25．0   
（単位・干円）  

対前年同月比  
出典：介護鮒責実相幸崎月サービス提供分）   

【加算等】  【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、平成21年4月分は9，6％、平成   

21年10月分は12，0％となっている。  
○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、小規模多機能型居宅介言隻では、平   

成21年4月分は47．6％、平成21年10月分は52．9％となっている。   

また、介護予防小規模多機能型居宅介護では、平成21年4月分は51．0％、平成   

21年10月分は54．8％となっている。  

○事業開始時支援加算   

介護サービスの事業開始時支援加算（Ⅰ）の算定割合は、9．1～11．8％、事   

業開始時支援加算（Ⅱ）の算定割合は、10．6～12．3％となっており、横ば   

いで推移。   

一方、介護予防サービスの事業開始時支援加算は、4月サービス分の18．2％か   

ら上昇し、7月サービス分以降は下降して推移。  

【参考】報酬改定の概要   

居宅介護支援事業者との連携の推進や利用者の増加を図るとともに、宿泊  

サービス利用者がいない場合の夜勤職員の配置基準の見直しにより、事業開  

始後の一定期間における経営の安定化を図るための評価  
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218％   21．7％  
－－   

－－、  

羞 

2。。％j＿仙【  

㌘．3％  法77％  漁ヱ％  27七％  274ヤも  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月    ＝月  194㌧も 192％ 195％  200％ 1！）T％  
ド1T⊥ゝJ∴  

十事業開始時支援加算（11 芸事業開始時支援加夢 √口）  事案閉脚ji三脚〕l牒  

（注）算定割合は、各髄某所のサ椚ヒス件数に対する各伽貸の算定件数の割合である。  
出典：介言垂給付費実態調査（平成21年厚各月サイス分1  

5月   〔）月    T F一    日ロ   リ月   10月   1川  

・・・一一◆｝看護臓員配置劫慣（I ｝・一・帥有言削鵡邑貞上帯力【牒（口 

（注）算定割合は、各事業所償サrヒ升件数に対する射州算〃〕算定イート数〔り割合ても〕る  
拙此二介護給付費実魔儒僑1ヰ城甘西／隻各月イーヒ ス分1  
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L．認知症対応型共同生活介護（予防を含む）   

【受給者数及び費用額等】  

○認知症対応型共同生活介護の費用額対前年同月比は平均5．5％増（平成2丁年4～   

9月分）、5．3％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均4．5％増（平成21年4～9月分）、4－ 2％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均1．0％増（平成21年4～9月分）、1．1％   

増（平成21年11月分）で推移  

護（和合む）の1人あたり童用額の推移   

平成2咋  

平成抑年  
4月～9月  

3月  

1人批服用鋲  

（1月平均）  263．5  2陀4  266．1  261．0  Z6S．6  Z6†8  2軋5  三和一8  Z6Z8  2汁2  ～陀8   
（蔓性・千円）  

ガ前年同月比  
出典：介護鮒‡実態頭重（各月サービス離分）   

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月    ＝月  

・ニミ退居時相談援助加算    －－■－一過所時相談援助加貰（介護予防）  

l  （注）算定割合は、各事業所のサービス目数に対する各加算の算定回数の割合である。  

、   一 汁・＝・∴・ご          ＿  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、認知症対応型共同生活介護では、   

平成21年4月分は58．2％、平成21年10月分は65．8％となっている。   

また、介護予防認知症対応型共同生活介護では、平成21年4月分は54．2％、平   

成21年10月分は61．3％となっている。  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月  l1月   

－－◆一着取り介護加算  

（温）算定割合は 各事業所のサービス日  日数の割合であるっ  
出典 介護給付費実態調査（平城21年度各月寸イス分）  
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′l ／ l  

′   ＼  
′  

／  

／  

【）00動  

0－002％  0002％  0  

－－－1■－－－」■－－－」■  

1月    5月    そ）月  7日    8月    9日   lOF】  l＝］  
ヰ認知症行動・心理症状緊急対応加算＋Ⅳ一掛川吾郎榔信行動・工・理症扶緊急打にノ邦貨 り「云堕7・ロムノ  

（庄）算定割合は、各事業所♂〕サーヒスリ故に対する各力l訝鋸鋒走‖毒性欄帰てある  
ノ土川吐 介護給付費実態調査（平†J父21隼度各月†一ヒ1分）  

○認知症行動・心理症状緊急対応加算の算定割合は、介護サービスでは0．001  

～0．002％の間を推移している。  

一方、介護予防サービスでは、利用者がほとんどいないが、母数が少ないため変動  

が大きい（平成21年10月分で0．02％）  1－400％ 71278‰  

一一一書ー ∴‥  弘一－－嶋・・←  【参考】報酬改定の概要   

家族関係やケアが原因で認知症の行動・心理症状が出現したことにより在  

宅での生活が困難になった者を緊急的に受け入れた場合の評価   

＞ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 200単位／日（入所日から7日  

を限度）   

＞ 算定要件  

認知症日常生活自立度がⅢ以上であって、認知症行動・心理症状が認められ、在宅生活  

が困難であると医師が判断した者  

ー■・・■・一′一・一・・－・－ノ〟ノノ”…一・叫一・■州ノ”ノ”一′・一一√～川岬  

ヽ  一も 八【1川／   ∩7－11現、  0731り  
71ま％   

ヽ■＿＿＿一■、  0（i12％  0  

oG30％ OG58％ OG57％ oG35％ OG40％  

1月    5月    6月    7月    8月    9月   10月   l＝］  

ヰー若年性謎知症利用者受入加萌   －、■ト一半隼性認知症利用者受人力【】算（介縄了朝1  

（注）策定割合は、各ヰl某所のサーヒス日数に対する各加算m算定日数の割合である  
損典 介言年給付常実態調査（平わ丈21年度各月トヒ1分）  
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○認知症専門ケア加算の算定割合は、介護サービスの認知症専門ケア加算（Ⅰ）及び   

（正）とも横ばいで推移しており、平成21年11月分では認知症専門ケア加算（i）   

は13．5％、認知症専門ケア加算（Ⅱ）は1．1％となっている。   

一方、介護予防サービスの認知専門ケア加算は平成21年4月分以降、4．4～6．   

7％の間で推移している。  

M．介護福祉施設サービス   

【受給者数及び費用額等】  

○介護福祉施設サービスの費用額対前年同月比は平均5．8％増（平成21年4～9月   

分）、6．2％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均2．0％増（平成21年4～9月分）、1．7％増   

（平成21年‖月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均3．7％増（平成21年4～9月分）、4．4％   

増（平成21年11月分）で推移  

【参考】報酬改定の概要   

認知症介護について一定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認  

知症ケアに関する専門研修を修7した者が介護サービスを提供することにつ  

いて評価   

＞ 認知症専門ケア加算（f） 3単位／日   

＞ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） 4単位／日  
平成卸年  
4月～9月   10月  11月  

1人あたり費用舗  

（†月平均）  2抑．5  25，．1  27D．2  2糾．2  273，2  2路7  2149  2－5．6  2675  2了6Z  267．8  

（単位・千円）  

」  
出鼻介護厳付糞実簸調査烙月サービス提供分〕  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、平成2†年4月分は41．8％、平   

成21年10月分は35．6％となっている。  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月   11月  

㌻認知症専Ptけ丁加算（l） ∴≡ト認知症専門ケ7加算 川） 仙≠晶▲V叫認知症専門ケア加算（介護予防）  
○日常生活継続支援加算の事業所取得割合（※）は、平成21年4月分で51．7％、   

平成21年10月分は60，7％となっている。  

※日常生活継続支援加算の事業所取得割合は、介護給付費実態調査の特別集計である。  

（注）算定割合は、各事業所のサービス日数に対する各加算の算定日数の割合である。  

出典：介護給付費実態調査（平成封年度各月サーと～ス分）  

【参考】報酬改定の概要   

介護度が困難な者に対する質の高いケアを実施する観点から、認知症高齢  

者等が一定割合以上入所しており、入所者数に対し介護福祉士を一定割合以  

上配置している施設を評価するとともに、基準を上回る夜勤職員の配置を評  

価   

＞ 日常生活継続支援加算  22単位／日   

＞ 算定要件  

次のいずれ／こも該当する場合  

①入所者のうち、要介護4～5の割合が65％以上又は認知症日常生活自立度Ⅲ以上の割  

合が60％以上であること。  

②介護福祉士を入所者の扱が6又は園は数を増すことに1以上配置していること。  
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〟 
有志21年＝≡             ∃  ○看護体制加算の算定割合は、全ての区分でほぼ横ばいとなっており、  

月分では、（Ⅰ）イは18．8％、（Ⅰ）□は64．9％、（Ⅱ）イは13，7％、（］）  

口は41．3％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

常勤の看護師の配置や基準を上回る看護職員の配置を評価   

＞ 看護休制加算（Ⅰ）イ〔定員3ト50人〕  6単位／日  

看護体制加算（Ⅰ）ロ〔定員30人文は5】人以上〕 4単位／日  

看護体制加算（］）イ〔定員3ト50人〕  13単位／日  

看護体制加算（Ⅱ）ロ定員30人文は51人以上〕  8単イ立／日   

ン 算定要件  

看護体制加算（Ⅰ）－常勤の看護師を1名以上配置していること。  

看護体制加算（Ⅱ）：①看護職員を常勤換算方法で入所者敷か25又はその端数を増すご  

とに1名以上配茸  

②最低基準を1人以上上回って看護職員を配置  

③当該施設の看護職員により、又は病院・診療所 訪問看護りバン  

の看護職員との連携により、24時間の連絡体制を確保  

700％ ′r””  ‰  

（…｛ “  

○若年性認知症入所者受入加算の算定割合は、平成21年4月分以降0．08～0．1％   

の問を横ばいで推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、若年性認  

知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供  

することについて評価   

＞ 若年性認知症利用者受入加算120単位／日   

35  



○⊂】腔機能維持管理加算の算定割合は、平成21年4月分以降上昇傾向であり、平成  

21年‖月分では0．82％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

介護職員が入所者に対して計画な口腔ケアを行うことができるよう、歯科  

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に対し  

て、入所者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行う場合を評価   

＞ 口腔機能維持管理加算 30単位／月  

占弛  

、○認知症専門ケア加算の算定割合は、（ユ）では平成21年5月分以降上昇傾向であ  

り、直近の平成21年11月分では0．23％となっている。  

一方、（Ⅱ）では、0．1％台を横ばいで推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

認知症介護について一定の経験を有し、園や自治体が実施又は指定する認  

知症ケアに関する専門研修を修了した暑が介護サービスを提供することにつ  

いて評価   

＞ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） 3単位／日  

認知症専門ケア加算（正） 4単位／日  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月   11月  

｝口腔機能維持管瓢加算  

（注）算定割合は．各事業所のサ山ヒス日数に対する各加貰の算定口数の割合てある。  
出動 介護給付費実態調査（平成21年度各月寸一ヒス分）  
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N．介護保健施設サービス   

【受給者数及び費用額等】  

900％   

800％   

7DO％   

GO O％   

500％   

1いし仁．   

300％   

200％  

G％  758％  7G7％  775％一  

○介護保健施設サービスの費用額対前年同月比は平均7．2％増（平成21年4－9月   

分）、7，7％増（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均2．2％増（平成21年4～9月分）、2．4％増   

（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均4．9％増（平成21年4～9月分）、5．2％   

増（平成21年11月分）で推移  
1（川％て一｝岬〉‾【′”〝〝‾▲州W  

ハトl、  

介護保健施設サービスの1人あたり糞   用捜の推移  

平成20年  

平成之0年  

4月－9月  

ユ月  
1人あたり費用韻  

（一月平郵  ～744  27J9  2878    ～90d  28Jd  ～934  29d5      285ヰ  
（単位千円）  い▼   

4月     5月  6月    7月    8月    し）月  川牒   l】月  

州可ト一夜勤暇員配置イブ【頂  

し′」．ノ 爵定風情¶、各事業所〔リサーヒス‖敬．こ斉」7る各ル渇しり鼻定1」故ん割合てム乙  

ミリ廷 J「推給ナナ賛美態調＃「叫11こ2川‾坦各R★〔て分1  

出典介護鰯付黄葉態調査烙月サービス提供分二  ナルケア加算の算定割合は、平成21年4月分の0．04％から  

り、平成21年11月分では0．1％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

介護老人保健施設における実態を勘案し、看取りの際のケアについて評価   

＞ ターミナルケア加算 200単位／日（死亡日以前15～30日）  

315単位／日（死亡日以前14日まで）  

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、平成21年4月分では4．5％、平   

成21年10月分は96．7％となっている。  

○夜勤職員配置加算の算定割合は、平成21年4月分以降上昇傾向であり、平成21年  

11月分では77．5％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

基準を上回る夜勤職員の配置を評価   

＞ 夜勤職員配置加算  24単位／日   

＞ 算定要件  

・41床以上の場合・①入所者の散が20又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う  

介護職員・看護職員を配置、②2名を通えて配置  

・41床未満の場合・・①入所者の数が20又はその端数を増すごとに1以上の数の夜勤を行う  

介護職員・看護職貞を配置、②1名を超えて配置  
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○若年性認知症入所者受入加算の算定割合は、平成21年4月分以降上昇傾向であ  

平成21年11月分では0∴09％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、若年性認  

知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供  

することについて評価   

＞ 若年性認知症利用者受入加算120単位／日  

4月    5月    6月    7月    8月    9月   10月   11月  

｝認知症専門灯加算（Ⅰ）  ♯認知症専l】lけ用tl算（口）  

（注）算定割合は、各事業所のサーヒス日数に対する各加夢の策定口数の割合てある。  

出典 介護給付費実態調査（平成21年度各月サーヒス分）  
劉  

○認知症情報提供加算の算定割合は、平成21年4月分から下降傾向であり、平成21   

年11月分では、0．00005％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

認知症の確定診断を促進し、より適切なサービスを提供する観点から、認  

知症の疑いのある介護老人保健施設入所者を認知症疾患医療センター等に対  

して紹介すること一について評価   

＞ 認知症情報提供加算 350単位／回  

仰叩一仙”仰仰”】…■′‾両脚■仙脚仙仙酬叫 
xx? 

0．00018％   

0，0001G％   

0，00014％   

000012％   

0．00t）10％   

0．00008％   

0．00006％   

000004％   

0000（）2％   

0．00000％   

○認知症専門ケア加算の算定割合は、（l）及び（Ⅲ）とも平成21年4月分から緩や   

かに上昇しており、平成21年11月分では、（Ⅰ）は0．33％、川）は0．16％   

となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

認知症介護について一定の経験を有し、園や自治体が実施又は指定する認  

知症ケアに関する専門研修を修了した者が介護サービスを提供することにつ  
いて評価   

＞ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） 3単位／日  

認知症専門ケア加算（Ⅱ） 4単位／日  4月   5月   6月    7月   8月    9月   】0月  

ートー一誌知床情報提供川】算  

（注）算定割合は、各事業所のサービス日数に対する各拙僧の夢定回数の割合である。  
出典 介護給付費実態調香（平成21年度各月サーヒ√ス分）  
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0．介護療養施設サービス  

【受給者数及び費用額等】  

腔機能維持管理加算の算定割合は、平成2†年4月分以降上昇傾向であ  り、平成  

21年11月分では0．95％となっている。   

【参考】報酬改定の概要   

介護職員が入所者に対して計画な口腔ケアを行うことができるよう、歯科  

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に対し  

て、入所者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行う場合を評価   

＞ 口腔機能維持管理加算 30単イ立／月  

○介護療養施設サービスの費用額対前年同月比は平均△9．0％減（平成21年4～9   

月分）、△8．9％減（平成21年11月分）で推移  

○受給者数対前年同月比増加率が平均△8．5％滅（平成21年4～9月分）、△8．8％   

滅（平成21年11月分）で推移  

01人あたり費用額対前年同月比は平均△0．5％減（平成21年4～9月分）、△0．   

2％滅（平成21年11月分）で推移  

介護療養施設サービスの1人あたしj費用額の推移   

平成20年  

平成20年  

4月－9月  川角  
3芦  

1人あた順用頴  

（1月平榔  J90‘  3885  3紺4      J82．2    3959      3838   
（皇位二千剛                                   t◆ 
対前年同月比  古  
出典介護給付費実蕃舶格月サービス提供針   

【加算等】  

○サービス提供体制強化加算の事業所取得割合は、平成21年4月分は77．9％、平  

成21年10月分は84．0％となっている。  

○若年性認知症患者受入加算の算定割合は、平成21年4月分以降0．10～0．12％   

の問で推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、若年性認  

知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供  

することについて評価   

ン 若年性認知症患者受入加算120単位／日  
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○口腔機能維持管理加算の算定割合は、平成21年4月分以降上昇傾向であり、平成  

21年11月分では0．98％となっている。  

【参考】報酬改定の概要   

介護職員が入所者に対して計画な口腔ケアを行うことができるよう、歯科  

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に対し  

て、入所者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行う場合を評価   

＞ 口腔機能維持管理加算 30単位／月  

○認知症専門ケア加算の算定割合は、（Ⅰ）では平成21年4月分から上昇後、5月分   

以降は横ばいで推移し、平成21年11月分は0．25％となっている。   

一方、（Ⅱ）では4月サービス分以降、若干の増加はみられるものの0．05％以下   

でほぼ横ばいに推移している。  

【参考】報酬改定の概要   

認知症介護について一定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認  

知症ケアに関する専門研修を修了した者が介護サービスを提供することにつ  

いて評価   

＞ 認知症専門ケア加算（工） 3単位／日  

認知症専門ケア加算（Ⅱ） 4単位／日  

4月   5月   6月   7月   8月   9月  10月  
－◆・－認知症専門ケア加算（l） ＋認知症専門ケ7加筆川）  

（注）算定割合は、各事業所のサービス日数に対する各加算の算定日数の割合である。  

出典：介護給付費実態調査（平成21年度各月サイス分）  
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